
EY Taiwan
JBS NEWSLETTER

May 2020



P. 2

本ニュースレターの内容
は、一般的情報を参考
のためのみに供するも
のであり、具体的な個別
の案件に対するアドバイ
スが必要な場合は、EY
台湾にご相談ください。
本ニュースレターの内容
について、ご不明な点な
どがございましたら、い
つでもサポートをいたし
ますので、ご遠慮なくお
申し付けください。

► 前書き

今回は、台湾における日系子会社の配当にかかる対応の整理及び基本的な

税務規定から軽減・優遇措置対応、その他留意事項等について説明いたしま

す。

12月決算の会社、3月決算の会社共に決算を迎え、董事会、株主総会の対

応、または配当や内部留保について検討されている時期と存じます。

これらにあたり、台湾における基本的制度の他、配当や内部留保にかかる課

税項目、及びそれぞれにかかる税の軽減措置などについて整理いたしました。

また、それぞれの項目につきまして、新型コロナウィルス感染症の影響が想定

される部分についてコメントを入れております。

利益処分決議内容のご検討にあたり、ご参照頂けますと幸いです。

今回の内容

決算及び配当に関する整理、及び

配当または内部留保にあたっての関連税務及び軽減措置

～新型コロナウィルスの影響を踏まえて～
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► 今回お伝えしたいポイント

► 配当に関する会社法上の対応手続

► 配当及び内部留保のいずれについても関連する税金が発生すること

► 配当については日台租税協定の適用が可能であるものの所定の準備が必

要であること

► 内部留保については、これを投資へ充てることで、産業創新条例による優遇

税制が適用できる可能性があること
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決算日から配当支払いまでの概要とポイント

Point ： 決算日後の董事会の役割

決算日後の董事会の主な議題は、事業報告書、財務決算書、利益

処分案(または損失処理案)の作成承認となります。

なお、利益が生じた場合（累積欠損がある場合で補填後も欠損の場

合を除く）、会社法235条の1の規定に従い、従業員報酬を支給す

る必要があります。但し、支給額は、自社の定款において利益に対

して定額や定率などにより定めることができます。当該従業員報酬

額は、決算書において費用処理されます。

Point ： 監査について

董事会で作成された事業報告書、財務決算書、利益処分案は監察

人の監査が必要となります。

また、財務報告期間末日に以下のいずれかにあてはまる場合は、

財務決算書に対して、会計士による法定外部監査を受ける必要が

あります。

• 払込資本金が3,000万台湾元以上(外部借入がある場合も、金

融機関の規定により要求される可能性がある)
• 売上収益の純額が1億台湾元以上

• 労働保険に加入している従業員数が100人以上

Point ： 定時株主総会の役割

定時株主総会の主な議題は、董事会で作成承認された事業報告書、

財務決算書の承認、利益処分案（または損失処理案）の決議となり

ます。

なお、株主が１名のみの会社（100％子会社）の場合、当該株主総

会を董事会が代行することができます(会社法128条の1)。

Point ： 配当金の支払いについて

実際の配当基準日等については董事会において決定され、通常、

株主総会決議から6ヶ月以内に支払いが実行されます。これは、税

法解釈令に株主総会において配当を決議してから6ヶ月以内に支

払いを実行しない場合には、配当があったと看做すという規定があ

ることに基づきます（この効果は、後述の配当にかかる源泉税を確

定させるためであり、また、日台租税協定の適用による軽減措置対

応にあたっては、現在の新型コロナウィルスの影響にも鑑みて配当

支払日の検討が必要となることも考えられます。）。

決算日

董事会

監査

株主総会

配当の実行

招集通知

20日前まで

議事録送付

20日以内

＜非公開会社における決算スケジュール＞
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利益処分と関連する税金について

国外への配当を実施する場合、配当実施

日より10日以内に源泉税の申告納付を

行う必要があります。

国外への配当にかかる源泉税率は、原則

21％となります。

【軽減対応→詳細はP.5参照】

租税協定の適用によって、日本に対する

配当にかかる源泉税については、これを

10％へ軽減することができます。但し、自

動的に軽減されるものではなく、所定の書

類を準備した上で上記源泉税の申告納付

時に提出する必要あります。

利益処分方法

利益処分は、以下の算式によって配当可能利益を確定し、最終的には前述の利益処分案に

基づき、配当金額または内部留保金額がそれぞれ決議されることになります。

配当可能利益の概要

各年度に計上した最終利益について、株主

総会における利益処分により配当をせずに

翌年度に繰り越した場合、当該未処分利益

に対して追加で5%の税金が課税されます。

申告及び納付は、利益計上年度の翌々年

となります。

【軽減対応→詳細はP.6参照】

産業創新条例によって、留保した利益を以

て3年以内に一定の条件を充たす実質的な

投資を行う場合、当該投資額は、課税対象

所得より控除することができます。

配当 内部留保

利益

► 会計上の税引後純利

益の他、未処分利益

に参入されるその他

包括利益がベース

法定利益

準備金

► 左記利益の10％を

資本金と同額になる

まで積み立てる

► 資本金額の25％を

超える部分は配当対

象とすることも可能

累積未処分利益

► 欠損が累積されてい

る場合は、先に当該

欠損の補填が必要

配当にかかる税金（源泉税）について 未処分利益にかかる追加税金について
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配当源泉税に対する租税協定の適用

租税協定とは

二重課税の排除や脱税の防止等を目的として国家間で個別に締結される合意のことです。

他国では、一般的に租税条約と言われますが、台湾の場合、租税協定や民間取り決めと称

され、2020年5月現在、32カ国と締結をしています。日台間協定の場合、配当、利息、ロイ

ヤリティといった項目の源泉税の軽減の他、恒久的施設の概念の整理、二国間の事前確認

制度、相互協議制度等が定められています。

配当源泉税軽減のための日台租税協定の適用

前述の通り、日本への配当については、租税協定の適用によって、21％の源泉税率を10％
に軽減することが可能となりますが、自動的に軽減されるわけではない点に注意が必要です。

個別に事前に申請や許可の取得が必要となるわけではありませんが、所定の書類を準備の

上、源泉税の申告納付時に提出する必要があります。以下、準備する必要がある書類、及

び留意点を整理します。

必要書類と留意点等

租税協定適用のための申請書。財政部HPよりダウンロード可能です。適用申請書

配当を受領する会社が日本の居住者であることを証明する書類。日本の所轄
税務署にて発行が必要となります。台湾専用のフォームが設けられており、発
行に一定の時間を要します。なお、日本で発効された公文書として、在外公館
（台北駐日経済文化代表処）の認証が必要となります。

居住者証明

日本の配当受領者側で準備する必要があります。特に所定のフォームはなく、
日本側が配当を受領する当事者であるということを明確にするものです。日本
側の代表者の署名や押印が必要となります。なお、一般的に私文書にかかる
法務局の公証手続、在外公館（日本経済文化代表処）の認証が必要となります。

所得受益者
証明

一般的には株主名簿が該当します。株式持分証明

設立時の外国投資審議委員会の承認書類のコピー。もし、紛失した場合は、再
発行が必要となり時間を要するため注意が必要とです。

設立当初の
FIAの公文書

配当金計算書または通知書・配当を決議した株主総会議事録。
基本的には、通常利用されているもので問題ありません。

配当にかかる
証憑

その他の留意点として、台湾の税務署によっては上記以外の書類や中文の翻訳を求められるケ
ースもあるため、事前に税務署に必要書類を確認しておくことをおすすめします。源泉税の納付期
限は10日以内と短いため、特に日本側で準備が必要な居住者証明や所得受益者証明について、
事前に余裕をもって準備することが望まれます。なお、2020年5月現在、新型コロナウィルスの影
響によって、日本の居住者証明の発行に2週間以上の時間を要するケースや、認証手続の一時

的な停止などの状況が発生しています。上記資料の準備については、これまで以上に時間的余
裕を見ることが望まれ、また、場合によっては、配当支払基準日を遅らせる等の対応も検討が必
要と考えられます。
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産業創新条例の適用による未処分利益に対する

5％追加課税の減税対応について
産業創新条例とは

産業の創新と発展等を目的として2010年に制定され、2029年まで適用が延長された時限

条例です。特定の研究開発投資の税額控除、スマートマシンや5G投資に対する税額控除な

どが定められています。

未処分利益に対する5％追加課税の減税措置

事業者が、利益が発生した年度の翌年から3年内、当該利益を以て一定の実質的投資を実

施した場合、当該投資額を課税対象所得から減算することで税額を軽減することが可能とな

ります。

未処分利益に対する追加課税の申告と減税の対応にかかるタイムスケジュール

2018.1.1 2018.12.31

2020.5
申告

2019.12.31 2020.12.31 2021.12.31

利益発生年度

実質投資の完了

最終期限

2020年5月申告にて
直接、減算項目
として計上可能

投資を完了させた日から
1年以内に

税額の還付を申請

実質投資の完了

例：12月決算会社が、2018年度に獲得した利益を以って実質投資を実施した場合

実質投資にかかる要件ポイント

► 2018年度以降の利益で、その利益が発生した年度の翌年から3年内の投資であること

► 実際の支出合計が100万台湾元以上であること

► 建物、附属設備、機械、工具、車両運搬具、情報通信設備、ソフトウェア及びハードウェ

ア設備、並びに著作権、特許権、商標権といった技術等、有形資産や無形資産に計上さ

れる投資であること

► 購入のみならず、自ら製造した場合も含まれること

► その他、投資日の確定や申告や還付にあたって、投資にかかる証憑の準備が必要であ

ること
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